Ⅰ　自治体職場におけるメンタルヘルス対策の基本的視点

	1.　いま、自治体職場で何が起きているか

いま労働現場では、テクノストレスなど複雑多岐にわたる業務内容の質的ストレスと長時間労働による量的ストレスの増大によって、心身の不調を訴える労働者が急増し、自殺者も増加しています。厚生労働省は「過重労働とメンタルヘルス対策」の強化を打ち出し、2006年４月１日より、改正労働安全衛生法が施行されています。公務職場では、人事院が「自殺予防マニュアル」を作成するなど対策の強化を呼びかけています。自治体職場、公共民間職場においても、メンタルヘルス対策は「焦眉の急」の課題として、さまざまな取り組みが図られていますが、メンタルヘルスの不調者の発生は後を絶ちません。一人の自殺者の背後には10人の未遂者がいるといわれています。メンタルヘルス問題の解決をどう図るのかは、労働組合にとっても緊急の課題です。




日本の自殺者は1998年以降11年連続して３万人を超えています。厚生労働省の患者調査によれば、うつ病などの感情障害患者数は1996年には43万人でしたが、2005年の統計では92万人に増加しています。わが国の安全衛生の課題として、メンタルヘルス対策はこの間もっとも取り組みが急がれる課題となっています。

自治体職場においても、1998年から地方公務員の在職者死亡の第２位は「自殺」であり、地方公務員安全衛生推進協会の在職職員の死亡状況調査（調査対象職員数761,848人）でも、2007年度には156人が自殺を理由に死亡しています。職員10万人当たりの自殺死亡率は20.5人で、職員数290万人として計算すれば、全体で約594人の自殺があったと推計できます。また、１カ月以上の長期病休者の第１位は心の不調によるものです。自治体職場のストレスは増加しています。

これらのことからも、早急なメンタルヘルス対策が求められており、労使ともに危機感をもって喫緊に対処しなければなりません。

最近では、市町村合併や民間委託、指定管理者制度、独法化などによる職場や運営形態の変更によってもストレスが発生しやすい状況にあり、特に高年齢職員については、業務手順の変更などに対して迅速に対応できないことから発生するストレスにさらされています。

そのほか、指導育成や業務命令と称した、いじめなどのパワー・ハラスメントやセクシュアル・ハラスメントなどのハラスメント行為も深刻な問題となっており、これらの行為を原因としたうつ病や抑うつ状態が多く見られるようになっています。家庭においても、仕事や個人のストレスの発散が暴力として家族に向けられてしまうＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）などの問題も深刻化しており、暴力や暴言といった形で職場や地域にも連鎖がみられます。

また、マスコミによる度重なる公務員バッシングの影響を受け、自治体職場に対する批判が増すなか、過剰なクレーマーなどの問題も起きています。特に、教育現場におけるモンスターペアレントや、医療・福祉の現場でのモンスターペイシェントの問題は、自治体職員に対し、過剰な要求を突きつけ、対応する職員を疲弊させています。

こうした問題は、心の不調を訴える職員に対する個別的なケアだけでなく、職場全体の問題として取り上げ、対策をはかっていくことが求められます。仕事を一人で抱え込んでいないかなど仕事の量を確認し、また職員一人ひとりが働き甲斐のある仕事に取り組めているかなど、仕事の中身もチェックする必要があります。仕事の質を維持・向上させていく視点を取り入れることは、快適職場づくりへの一歩となるだけでなく、その効果として、より良い住民サービスの提供にもつながります。

【ストレス・メンタルヘルス・ハラスメント調査】

職場のストレスやメンタルヘルスに関わる問題点を調査したり、あるいはストレス対策やメンタルヘルス対策を実施し、その評価をはかるために、自治労、全国消防職員協議会、多くの県本部・単組や西東京市（｢職場改善アドバイザー通信｣（以下、通信）２号参照）、葛飾区（通信８号参照）など多くの自治体でストレス・メンタルヘルス調査を行っています。

静岡県職では、パワーハラスメントやいじめなど職場暴力の予防対策に取り組むために、病院職場を対象に「職員安全と心身の健康アンケート」調査を行っています（資料516）。

自治労健康福祉局・衛生医療評議会では、看護職員の処遇改善、安全衛生対策、公立病院改善対策などを目的に、仕事上で受けた暴言・暴力を含む「看護職員の労働と健康に関する緊急実態調査」を2008年12月～2009年1月に行いました。調査結果は、50％強の看護職員が仕事上で暴言・暴力を受けたことがあり、うち患者からは73％、患者関係者、上司からは各19％でしたが、相談する場所が身近にあるのは47％でした。調査から問題の深刻さが浮き彫りにされています。

	2.　自治体職場におけるメンタルヘルス対策の基本的視点

私たちは、メンタルヘルス対策を、これまでの安全衛生活動の延長上に、職場改善・快適職場づくりの課題として位置づけます。

　また、メンタルヘルスにかかわる問題を、各職場の事業場を起点として、個人的な資質の問題としてではなく、強弱の差はあれ業務に起因して誰もが遭遇する可能性のある「心の病気」として対処します。

　この指針は、自治労の単組・支部・分会が職場で安全衛生活動（メンタルヘルス対策）を進めるための基本的考え方となるものです。メンタルヘルス対策の起点は職場であり､職場改善、快適職場づくりによる予防が重要な取り組みです。快適職場づくりの責務は事業者（当局）にあります。しかし、快適職場づくりは事業者任せにするのではなく、現場職員のみんなの参加による取り組みをとおして達成されるものです。自治労の単組・支部・分会が職場のメンタルヘルス対策－快適職場づくりに積極的に参画していくことが必要です。




安全衛生管理者の役割

　安全衛生管理体制の基本は、事業者の責務として、総括安全衛生管理者を選任し、その指揮のもと安全管理者、衛生管理者に危険・健康障害の防止や健康の保持増進などの措置を行わせることにあります。まず、事業者自らが公務公共サービス職場に起きているメンタルヘルス・職場ストレスの現状について自覚し、｢健康の保持増進」｢メンタルヘルス対策」について解決への決意を示すことが必要です。

管理職の役割と安全衛生配慮義務

　いうまでもなく職場の管理責任は当局にあり、労働安全衛生法では事業者の責務として労働災害の防止措置、快適な職場環境の整備、労働条件の改善､そして法令の遵守を定めています。その意味でメンタルヘルス対策では管理職の責務と役割は重要です。安全・健康の管理者として「事業者の安全衛生配慮義務」を積極的に履行することを求めます。管理職の業務の配慮としては、業務サポート、業務内容や業務量の変更、就業制限（残業、休日出勤、交替勤務、深夜業務等の制限又は禁止、就業時間短縮)、診療のための外出許可などがあります。

安全衛生配慮義務の根拠は、労働安全衛生法第３条（事業者等の責務）、第65条の３（作業の管理)、第66条の５（健康診断実施後の措置)、第68条（病者の就業禁止)、第71条の２（快適な職場環境形成のために事業者の講ずる措置）に規定されています。とりわけ「快適な職場環境の形成のための指針」いわゆる「快適職場指針｣（資料109、110参照）は、安全衛生配慮義務として徹底すべきであり、とくに初期対応、継続対応を重視したものにすることをめざす必要があります。

【労働安全衛生法】

（事業者等の責務）

第３条　事業者は、単にこの法律で定める労働災害の防止のための最低基準を守るだけでなく、快適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場における労働者の安全と健康を確保するようにしなければならない。また、事業者は、国が実施する労働災害の防止に関する施策に協力するようにしなければならない｡（２、３項略）

（作業の管理）

第65条の３　事業者は、労働者の健康に配慮して、労働者の従事する作業を適切に管理するように努めなければならない。

（健康診断実施後の措置）

第66条の５　事業者は、前条の規定による医師又は歯科医師の意見を勘案し、その必要があると認めるときは、当該労働者の実情を考慮して、就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措置を講ずるほか、作業環境測定の実施、施設又は設備の設置又は整備、当該医師又は歯科医師の意見の衛生委員会若しくは安全衛生委員会又は労働時間等設定改善委員会への報告その他の適切な措置を講じなければならない｡（２、３項略）

（病者の就業禁止）

第68条　事業者は、伝染性の疾病その他の疾病で、厚生労働省令で定めるものにかかった労働者については、厚生労働省令で定めるところにより、その就業を禁止しなければならない。　

（事業者の講ずる措置）

第71条の２　事業者は、事業場における安全衛生の水準の向上を図るため、次の措置を継続的かつ計画的に講ずることにより、快適な職場環境を形成するように努めなければならない。

１　作業環境を快適な状態に維持管理するための措置

２　労働者の従事する作業について、その方法を改善するための措置

３　作業に従事することによる労働者の疲労を回復するための施設又は設備の設置又は整備

４　前３号に掲げるもののほか、快適な職場環境を形成するための必要な措置

産業医・衛生管理者などの役割

　産業医の役割は重要です。法令に定められている職場巡視の実施などの実行を求めます。また、保健職（保健師、看護師、カウンセラー)、安全衛生担当者（課）とともに職場の安全衛生管理体制の確立を進めます。産業医は、労働時間の状況やストレスの訴えなど必要があると認めるときは、労働者に対して医師による面接指導の申し出を行うよう勧奨できるようにします。

　衛生管理者は、職場巡視を行うことによって現場の問題への早期対応が可能になります。衛生管理者の活用を労働安全衛生法に則して進めます。

労働組合の役割

　安全衛生活動の基本は、事業場ごとに開催する安全衛生委員会です。安全衛生委員会を基軸にした安全衛生活動の活性化をはかります。

　また、労働安全衛生法は第97条で、労働者は事業場にこの法律や命令の違反があるときは、労働基準監督署に申告して是正措置をとるように求めることができると定めています。事業者は、怠慢などにより総括安全衛生管理者としての業務を怠っている場合、法違反による処罰の対象になります。労働組合は安全衛生の業務が推進されるように点検を行います。

さらに、メンタルヘルス対策で労働組合が果たす役割は、職場のコミュニケーションづくりを重視し、研修等を通してカウンセリング・マインドで対応できるキーパーソンやサポーターづくりを行い、職場の人間関係のサポート体制づくりに寄与していくことです。

　メンタルヘルス対策は事業場ごとに違いがあり、多くの事業場で自主的に工夫をこらした取り組みが進められています。取り組み経験の交流を積極的に行い、先進事例を参考にしながら、現場に適した対策を進めます。

　また、心の病気で勤務軽減が必要であったり、病気休暇や休職を余儀なくされる職員に対する不利益取扱いには十分注意しなければなりません。

本部、県本部の役割

　本部・県本部は、単組からの具体的な取り組みの推進についての相談に応じるとともに､安全衛生集会、講習会等を開催して、先進事例の情報交換、取り組みの周知、職場でのアドバイザーの養成に取り組みます。

小規模事業場では、相談窓口の設置などが困難な実情があります。衛生推進者の選任と活用、事業団体等と協力して広域をカバーする保健師等を配置した相談窓口の設置など小規模事業場のメンタルヘルス対策を支援します。

また、政府に対して、メンタルヘルス対策と対策にかかわる財政措置の充実、労働安全衛生法等関係法令の改正、自殺・精神疾患に関する公務災害認定基準の見直しなどの要請、協議を進めます。

【手引きの作成】

　　　　　　職員の心身の健康の保持増進は、職場では職員個人の力では対処できないことがあります。メンタルヘルス対策は組織としての取り組みが必要であり、管理監督者が果たす責任と役割は非常に大きいものがあります。香川県では「職員の心の健康づくり計画」を策定して、管理監督者対象に研修（通信１号参照）を実施し、リーフレットを職員用とともに作成しました（資料511）。

　　　　　　延岡市職員労働組合は、労働組合としてもメンタルヘルス対策を推進するために、職員課と「労働時間短縮検討小委員会」で時短について協議したり、組合独自に職場チェックリストを作成して職員のストレスを調査したり、「職員の心の健康づくり読本」(資料515)を作成しました。

Ⅱ　メンタルヘルス対策 ― ３つの予防対策と４つのケア

	　私たちはメンタルヘルス対策を自らの課題として受け止め､メンタルヘルス問題に陥らない､陥らせないための予防対策として、安全衛生委員会の活動を積極的に位置づけ、その活性化を図るとともに､取り組みを進めます。予防対策として、心の健康の保持増進をはかる１次予防、心の不健康な状態への早期対応をはかる２次予防、円滑な職場復帰と再発防止をはかる３次予防の３つの予防対策が必要とされています。労働組合は３つの予防の全ての段階にかかわって、組合員の安心の支えとしての役割を果たします。




メンタルヘルス推進プランの作成と実施

　健康について、ＷＨＯ（世界保健機構）憲章前文は、｢身体的、精神的ならびに社会的に完全に良好な状態にあることであり、単に病気でないことにとどまるものではない」とし、最高度の健康を享受することは全人類の基本的な権利であると詠っています。精神的な健康、つまりメンタルヘルスはもともと前向きでポジティブな考え方です。メンタルヘルス対策は、メンタルヘルスを阻害するさまざまな要因を取り除くとともに、いいコミュニケーションをはかることができる明るく活気ある快適職場づくりという前向きの取り組みが大切です。

　そのために３つの予防対策と４つのケアを中心に、地域や家庭での生活をも視野に入れ、それぞれがつながりあった総合的なケアシステムを整備・確立し、職場におけるメンタルヘルス対策を推進します。そのために、事業者の責任において、安全衛生委員会あるいはメンタルヘルス対策委員会など労使共同の作業としてメンタルヘルス推進プランを作成し、実施します。

　　　　　 【管理職研修】

職員の健康障害を予防する観点から、メンタルヘルスについての理解を深め早期対応をはかるために、管理監督者の職責に応じた実践的な研修は、川崎市（資料502）、豊中市（資料506）、大分県、香川県など多くの自治体で工夫をこらして実施されています。

　　　　　 【市町村合併とメンタルヘルス】

西東京市では合併前に、旧２市の安全衛生管理規則・規定を持ち寄り、新たな規則規程を作成、学校給食作業標準も統一しました。また、係長級職員のメンタルヘルス研修を実施し、健康診断体制や職場復帰支援体制の充実をはかり、定期健康診断時にはメンタルヘルス対策にも役立つような独自の調査票を作成し、早期対応に活用しています（通信２号参照）。

鹿児島・加治木町では、町長の「メンタルヘルス対策宣言」で具体的な取り組みがスタートし、カウンセリングルームの開設、全職員にメンタルヘルスチェックの実施、カウンセラーによる個人面談、職場研修・管理監督者研修等を行っています。産業カウンセラーとの契約は当局に予算がなく、職員組合と職員互助会で費用を折半しました。契約は合併までで、合併後は自分たちで体制がつくれ対応できるように、合併後の対策の必要性を見据えた取り組みを進めています(資料501、通信８号参照)

【消防職員惨事ストレス対策マニュアルの作成】

大牟田市では、非常事態や惨事に直面した消防職員のストレス対策を確立するために、消防職員の惨事ストレスに関する調査や、非消防職員とのストレス状況の比較調査を実施し、その調査結果等も踏まえて「消防職員惨事ストレス対策マニュアル」を作成しました（通信３号参照)。

【メンタルヘルス対策の実行計画づくり】

　　　　　　川崎市、大牟田市、豊中市、八王子市はじめ多くの自治体では、事業者の責任において進めるべきメンタルヘルス対策について、安全衛生委員会や連携する協議機関で、総合的なメンタルヘルス対策の基本計画を策定し、計画の推進と実行をはかってきました。具体的な実行計画の策定や目標の設定など、それぞれに実効性を確保するための工夫がなされています。
川崎市では、市長の「メンタルヘルス対策基本方針」宣言と合わせて2005年に策定した「職員メンタルヘルス対策基本計画」について３年ごとに見直すこととし、2008年にメンタルヘルス不調者を出さない第１次予防対策を重点的に見直し、目標を設定した第２次実行計画を策定しました（資料502）。

大牟田市では、中央安全衛生委員会で2004年度から10年間を計画期間とする「心とからだの健康づくり基本計画」を策定し、毎年度ごとに具体的な目標を設定した実施計画をつくり、計画的・継続的な推進をはかっています（資料504）。

豊中市では、中央安全衛生委員会で、2006年に策定した「心の健康づくり基本計画」(｢通信｣２号参照)の確実な実行をはかるために、計画のそれぞれの課題に応じて、実施主体、具体的な実施項目と内容、実施時期の目標を定めて目標到達をめざすことにし、2008年に「実施計画」を策定しました（資料506）。

八王子市は、職員（中央）安全衛生委員会の各年度安全衛生基本方針の最重点目標あるいは重点目標に「メンタルヘルスケアの推進」をかかげ、課題と具体的目標と実施事項を示しています。それにそって、各事業場安全衛生委員会では事業場に即した実施内容を計画し、取り組みを進めていきます（資料507）。

	　

　１次予防

１次予防は職場組合員の参加のもとでの快適職場づくりです。とりわけ過重労働、時間外労働対策です。

１次予防対策の柱は総合的な予防対策であり、職場改善（快適職場づくり）に密接に結びつくべき対策です。安全衛生委員会活動の活性化が不可欠であり、安全衛生委員会をフルに活用した職場の安全衛生の確保をめざします。具体的には職場改善を中心に現場の組合員自らが積極的に参加することです。

職場改善に欠かせない課題としては、①過重労働対策、②安全対策の確立、③労働災害・公務災害の撲滅、④作業環境改善と作業改善（人間工学的対策を含む)、⑤健康増進活動、健康診断と事後指導の充実、⑥研修・教育啓発活動、⑦産業医、衛生管理者の活用などです。




安全衛生委員会の取り組み

1.　職場の総合的な健康状況について健康診断結果の分析を行い、職場の健康づくり計画を作成します。また、「職場ストレス調査」等を通して、ストレス原因の組織的な要因分析と対策に取り組みます。

2.　安全衛生委員会で長時間労働や労働時間管理など労働時間にかかわる問題について審議し、具体的な改善目標を設けます。そして、一定期間ごとに職場での勤務状況について点検し、労働時間対策をさらに進め、時間外労働の縮減を講じます。

3.　厚生労働省、人事院などが発した通達等の活用をはかり、職場への周知を徹底します。

4.　コミュニケーションやチームワークをキーワードに、職場内の相互支援や活性化をはかる活動を工夫します。

5.　労働生活全般の見直しを行い、運動や睡眠、休養など生活習慣を改善するために具体的な改善提案を行います。

過重労働防止対策における労働時間管理の徹底

　過重労働を防止するためには、労働時間の縮減に向けた取り組みが必要です。労働基準法の遵守にとどまらず、ワーク・ライフ・バランスの視点を重視し、仕事と家庭の両立が当たり前のこととなるよう、職員一人ひとりの意識改革が求められています。ワーク・ライフ・バランスの実現については、労使ともに協調して取り組みをすすめる必要がありますので、まず労使での話し合いから始めましょう。

1.　労働基準法36条が適用される現業職場、公営企業職場、公共サービス職場については｢36協定」を締結し、労働基準監督署に届けます。また、時間外労働縮減と不払い残業をなくすために、非現業職場を含めて、勤務時間管理施策を労使で策定し､協定化をはかります。

2.　公務災害における過重労働の量的基準としての時間外労働時間は、｢心臓・脳血管疾患の労災認定基準」及び「精神疾患の労災認定基準」では６カ月前からが評価の対象になります。管理職を含む全就業者の時間管理の明確化をはかります。

3.　年間360時間、月45時間を超える時間外労働を行った職場については、安全衛生委員会に報告を求め、時間外労働の縮減に向けた対策の協議を行います。

4.　労働安全衛生法では、1月当たりの時間外・休日労働時間が100時間を超え、疲労の蓄積が認められる者が面接指導の申し入れをした場合、医師の面接を行い、必要があれば就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、深夜業務の回数の減少など、具体的な措置が必要です。なお、月80時間を超える時間外・休日労働を行った労働者に対しても、医師の面接指導等を積極的に実施し、労働時間縮減対策をはかります。

5.　関係閣僚、経済界・労働界・地方公共団体の代表等からなる「官民トップ会議」において策定された「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」・「仕事と生活の調和推進のための行動指針」を参考に、ワーク・ライフ・バランスの実現に取り組み、仕事と生活の両立をはかります（資料117、118）。
教育・研修活動

　メンタルヘルスの取り組みの難しさは、病気の種類や症状によって対応が異なることです。基礎的な病気への理解と兆候の変化に気づくこと、そしてカウンセリングの基礎知識は取り組みにあたって欠かせない事項です。

　メンタルヘルスが不調となる要因に職場環境が深くかかわっていることをふまえ、研修の組織目標を明確化するとともに、組織的な研修体制の整備を行います。

1.　職員に対して、雇い入れ時や人事異動・配置転換の際に、職場研修において業務遂行に伴うストレスの特徴と傾向などについて教示します。

2.　管理監督者の責任の範囲を定めて、該当する教育・研修を行います。

健康増進活動

心の健康を維持していくには、日常生活の中でストレス解消をはかっていくことが必要です。取り組みをすすめている自治体や民間企業においては、活力ある職場づくりのために、職員の健康問題が重要であるとの認識が高まっており、労使一体となって健康増進活動の取り組みをすすめています。運動会などのスポーツ活動や季節に応じた各種イベントなどの実施は、気軽なレクリエーションを通じてコミュニケーションをはかること、また適度な運動がストレス解消に効果的であるとされています。多くの職員が参加しやすい各種イベントなどを実施し、職場のコミュニケーション力の向上とともに職員の健康確保に努めます。

　　　　　
【職場環境の改善】

大牟田市では、安全衛生委員会で「メンタルヘルスアクションチェックリスト」(資料401)を使ってストレス要因となる職場環境をチェックし、職場環境改善をはかる取り組みをすべての職場で始めています。全員参加型のグループワーク手法で進めるために、グループリーダー養成研修も実施しています（資料505、通信２号参照）。

大館市立総合病院でも、安全衛生委員会で職場ファシリテータを養成し、グループワークによる職場改善を進めており、各職場から多くの改善事例が報告されています（通信６号参照）｡

自治労かながわ県職員労働組合は、労働組合のイニシアティブで、システムを内部開発して事務の一元化に取り組んだり、パソコンお助け隊（資料513）を発足させて組合員同士の助け合いをはかるなど、ストレス・メンタルヘルス対策や過重労働対策につながる業務の改善と職場の活性化を積極的に進めています（通信８号参照）。

　　　　 　【過重労働対策】

沖縄県関係職員労働組合・労働安全衛生推進委員会では、自治労安全衛生集会アクションプランを参考に独自の「みんなの職場チェックリスト」（資料514）を作成、分会長が職員や所属長にインタビューして過重労働実態を調査しました。調査結果をもとに働きやすい職場づくりに取り組んでいます（通信８号参照）。

奈良・平群町では、時間外労働や休日労働を極力行わせないように「時間外労働および休日労働に関する協定書」を労使で締結し、安全衛生委員会では毎週水曜日を「超勤でけへんデー」と名称変更し、ノー残業デーの徹底をはかっています（資料508、通信３号参照）。

　　　　　【民間企業：ワーク・ライフ・バランスの取り組み】

大手製薬会社のアステラス製薬では、2009年4月より、国内社員の大半を占める7,000人を対象に、毎週金曜日の終業時間を1時間45分繰り上げ、家族と過ごしたり、地域活動などに参加したりする時間を増やすための「ファミリー･フライデー」を設け、ワーク・ライフ・バランス支援を行っています（資料601）。

【みんなで企画・参加する福利厚生活動】
多賀町（奈良）では、衛生委員会で福利厚生活動を担っています。誰もが参加して気軽に楽しめる「ニュースポーツ大会」「ヨガ・ストレッチ体操」、食事と健康、男女の役割を問いながらの料理実習「ヘルシークッキング」などたくさんの行事を企画してきました。組合独自でも「家族と一緒のクリスマスパーティ」や町民も参加する青年部主催の「炊き出し」など数々の行事があります。こうした行事は、衛生委員や組合役員だけでなく、職員みんなが知恵とアイデアを出し合いながら企画していきます。このようにして生まれた行事は職員、組合員の心身の健康増進に役立っています（資料517）。

	２次予防

２次予防対策はメンタルヘルス不調者への早期対応､早期治療です。早期対策をとることによって、予後経過も早期に回復します。対応の遅れは症状の悪化を招き、治療のために多くの時間を必要とします。わが国ではうつ病の４分の３は医療機関の未受診状況にあるとさえいわれています。メンタルヘルス不調者本人の自覚もさることながら、身だしなみの乱れや睡眠不足の表情など､職場の同僚、上司、家族などが「合図」に気づく「気づきの連携」が重要です。特に相談窓口の早期利用やカウンセリングを受けやすい相談体制を整え、職員・家族に周知徹底させることが非常に重要です。




職場メンタルヘルス相談窓口は、気軽に相談できる利用しやすい窓口や体制づくりが必要です。

1.　組合相談、健康相談など多様な職場内相談窓口をつくります。

2.　相談担当者は、保健師等の職場内スタッフ以外にも、臨床心理士・カウンセラーやメンタルヘルス担当産業医など外部専門家を活用します。

3.　心療内科、クリニック等の職場外相談窓口の紹介および委託契約等による相談窓口の設置など、敷居を低くした外部専門機関の相談窓口をつくります。

そして、窓口に必要な機能として総合窓口化を追求します。そのためには、以下の４つの基本事項を備えたものが必要です。

①　相談者、相談内容のプライバシーの確保

②　利用しやすい時間帯、場所、料金

③　継続的な相談体制と継続的かつ長期的なフォロー体制

④　職場、人事当局、医療機関、家族など幅広い組織、個人との調整機能を備えたもの

　相談活動は、労働組合も大きい役割を果たすことができます。専門家による相談だけがメンタルヘルス相談ではありません。うつ病は、職場における仕事上のストレスや人間関係に関する悩み、さまざまな私生活上の悩みなど、多くのストレスや悩みで脳が疲労状態になって起こるものです。悩みごとを打ち明けることで、たとえその悩みごとが解決できなくとも、脳の疲労が癒されるといわれており、心の負担は軽くなり気持ちが楽になります。相談の受け方も、性急な解決を急がず、相談者の気持ちを大切にして心をこめて聞くというカウンセリング・マインドの立場が大切ですが、よろず相談を行ってきた組合役員はその役割を果たすことができるはずです。相談活動は労働組合にとって重要な活動の一つとして位置づけます。

　　　　　　【相談窓口の工夫】

美馬市職員労働組合連合会は職員の自殺事案について、公務災害認定闘争に取り組むと同時に、安全衛生委員会の活性化を基礎においたメンタルヘルス対策を美馬市に働きかけてきました。そして「職員のメンタルヘルス対策方針」を策定し（通信３号参照）、外部相談窓口の設置など家族も含めたメンタルヘルス対策（資料512）を進めています。

　　　　　　大分県では、広く相談を受けやすいように、庁内の各種相談窓口に加えて、外部民間医療機関を指定したメンタルヘルス相談事業を行っています（通信３号参照）。
　　　　　 【セクハラ相談員の設置】

　　　　　　平群町では、セクハラ問題に的確で迅速な対応をとるために「セクシュアル・ハラスメント相談員設置要綱」｢職場におけるセクシュアル・ハラスメントの防止等に関する指針｣を策定し、労使から各２名を相談員に選任しました（資料510）。
	　３次予防

３次予防の柱は早期職場復帰です。そのために職場復帰システムを策定します。職場環境にその発症原因が多いメンタルヘルス不調者にとって、当該職場への復帰はもっとも再発の原因となりやすいものです。発症原因となった職場環境の改善を実施するとともに、あらかじめ職場復帰についての条件や職場復帰までのプログラムなどを制度化し、職場に周知して受け入れ態勢を準備します。職員の円滑な職場復帰と、職場復帰に伴う精神的な負担を軽減するための職場復帰システムの策定に取り組みます。




職場復帰プログラムの作成

　職場への復帰にむけて、基本的事項を定めた職場復帰プログラムや対応マニュアルをつくります。

この職場復帰プログラムをベースにして、ケース別の職場復帰支援プラン（病気休暇・休職前の対応プラン、病気休暇・休職中の対応プラン、復職前のならし勤務プラン、軽減勤務計画の作成、復職後の治療計画の支援プラン）を作成します。プライバシーに配慮し、家族、職場、主治医、産業医など関係者の連携が十分にとれる支援体制をつくります。
その際、不調者の治療と相談（カウンセリング）の継続が確保されると同時に、職場の仲間、上司、家族のサポートが得られやすい環境づくりが重要です。

また、メンタルヘルス不調者との対応の中で、職場の同僚や上司など周囲の人たちに過度な負担にならないように、対応に伴う悩みやストレスに対するサポート体制も充実していく必要があります。このように、職場全体の精神的健康が高められるような観点からの継続した取り組みを追求します。

職場復帰支援の流れ

厚生労働省「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」（資料102）等を参考に、以下のステップで職場復帰を支援します。

＜第１ステップ＞　病気休業開始及び休業中のケアの段階

休業を開始する労働者に、安心して療養に専念してもらえる配慮と同時に、職場復帰支援の手順についての説明を行います。

＜第２ステップ＞　主治医による職場復帰可能の判断

休業中の労働者の職場復帰の意志を基本に、主治医とも連絡をとります。

＜第３ステップ＞　職場復帰の可否の判断及び職場復帰支援プランの作成

職場復帰の意志を基本に、人事労務担当者、安全衛生担当者、産業保健スタッフなどによる職場環境、業務量・質、職場適格性の判断、通常勤務までの緩和のプロセスなどについて、職場復帰支援プランの作成を行います。その際、試し出勤制度、｢現職復帰」の可否についての判断を行います。

＜第４ステップ＞　最終的な職場復帰の決定

復帰職場の管理者、同僚の理解と復帰者の職場理解をはかります。また職場体制の整備と、安全衛生担当スタッフとの連携によりフォローアップ体制をつくります。

＜第５ステップ＞　職場復帰後のフォローアップ

復帰後に、復帰者とも相談しながら、症状の再発・再燃についての早期対応、勤務状況の把握を行います。

【職場復帰リハビリテーション】

川崎市では、円滑な職場復帰をはかるためにリワーク研修センターを設け、主治医との連携を密にとりながらリワーク研修を行う制度を設けています（資料503）。
　　　　　 【勤務軽減制度】

豊中市では、休職から復帰した職員の健康回復と再発防止に効果があると認めた場合、その勤務時間を軽減する制度を設けています。また、支援員の配置や職場全体での支援体制をはかれるようにしています（資料506）。
　　　　　 【療養支援・復帰支援システム】
川崎市、豊中市、平群町など多くの自治体で、病気休暇・休職中の職員が安心して療養に専念し、円滑な復職と復職後の再発を予防するため、職員本人とそれを支える家族、主治医、職場関係者、産業保健スタッフが協力・連携・支援するプログラムとそれを実行する体制を一連のシステムとして構築しています（資料503、506、509）。

【民間企業：職場復帰支援プログラム】

東京電力では、４つのフェーズからなるメンタルヘルスケア制度を整備し、メンタルヘルス不調者の早期発見と適切な対応、治療への誘導、円滑な職場復帰プログラムを構築し、その結果、復職率が向上しています。

特に、手厚い療養支援が用意されており、うつやメンタルヘルス不調など業務外の傷病により普通休暇がなくなり、なお休務を必要とするときに取得できる療養休暇制度により、取得期間は最大１年間、期間中は基準内給与を100％保障しています。また、療養休暇取得期間が満了し、なお休務を必要とする場合には傷病休職制度が用意され、勤続年数に応じて休職期間が設定されており（最大2年6ヶ月取得可能）、傷病休職発令後の1年間は基準内給与を100％保障、その後は東電健保組合から傷病手当金と付加給付（給与の80％相当額）を支給するといった手厚い支援が整備されています。つまり、普通休暇と傷病休暇を合わせて年間最大60日、それ以降の療養休暇最大1年間、傷病休職最大2年6ヶ月の合計で最大3年8ヶ月、収入面を心配せずに休み、治療に専念することができます。こうした療養支援により、メンタルヘルス不調者の職場復帰までの期間は1年で92％復帰するといった高い水準を示す結果を生み、円滑な職場復帰に大きな効果を上げています（資料602）。

【民間企業：精神障がい者就労支援プログラム】

富士ソフト企画では、2003年4月から精神障がい者の採用を開始し、社員数169人のうち障がい者は142人在籍しており、障がい者142人のうち精神障がい者は72人で、精神障がい者の雇用数のパイオニアとして注目を集めています。本人の希望を優先して、適材適所の配置を実行し、ストレスを与えない雇用管理を実施するほか、3名の常勤のカウンセラーがカウンセリングに応じるなど長く働き続けやすい環境づくりをすすめています。また、政府の委託訓練事業にも積極的に参加し、精神障がい者就労支援プログラムを展開するなど、精神障がい者雇用をＣＳＲ（企業の社会的責任）の一環として取り組んでいます（資料603）。

	　４つのケア

厚生労働省が、2000年に発表した「事業場における労働者の心の健康づくりのための指針について」で、メンタルヘルスケアを推進するために４つのケアが重要であることが指摘されました。その後労働安全衛生法第７０条の２第１項に基づく指針として、新たに「労働者の心の健康の保持増進のための指針」が策定され、この４つのケアの推進をはかることが明確にされています。

４つのケアとは労働者自身がストレスに気づき対処する「セルフケア」、管理監督者が職場環境等の改善や個別の指導・相談を行う「ラインケア」、組織内の健康管理担当者による「事業場内産業保健スタッフによるケア」、組織外の専門家や相談機関を活用する「事業場外資源によるケア」をさしています。３つの予防と併せて、この４つのケアについても取り組みをすすめると効果的です。




職場のメンタルヘルス対策は、個人、管理監督者、組織の健康管理担当者、組織外の専門家や相談機関の４者が互いに連携し、組織的に取り組むことで、より充実した職場のメンタルヘルスケアが実現できます。

安全衛生委員会や労使交渉で、また労働安全衛生マネジメントシステムの活用においても、下記の４つのケアの取り組みを積極的に取り入れ、取り組みをすすめます。

<１>　セルフケア（労働者が自ら行うストレスへの気づきと対処）

　・事業者は、労働者に対してセルフケアに関する教育研修、情報提供等を行うこと。

　・事業者は、労働者が自ら相談を受けられるよう必要な環境整備を行うこと。

<２>　ラインによるケア（管理監督者が行う職場環境等の改善と相談への対応）

　・管理監督者は、作業環境、作業方法、労働時間等の 職場環境等の具体的問題点を把握し、改善を図ること。

　・管理監督者は、個々の労働者に過度な長時間労働、過重な疲労、心理的負荷、責任等が生じないようにする等の配慮を行うこと。

　・管理監督者は、 日常的に、労働者からの自主的な相談に対応するよう努めること。

　・事業者は、管理監督者に対する心の健康に関する教育研修等を行うこと。

<３>　事業場内産業保健スタッフ等によるケア（産業医等による専門的ケア）

　・事業場内産業保健スタッフ等は、 職場環境等について評価し、管理監督者と協力して
その改善を図るよう努めること。

　・産業保健スタッフ等は、労働者のストレスや心の健康問題を把握し、保健指導、健康
相談等を行うこと。 また、専門的な治療を要する労働者への適切な事業場外資源を紹
介し、また、心の健康問題を有する労働者の職場復帰及び職場適応を指導及び支援す
ること。

　・事業者は、事業場内産業保健スタッフ等に対して、教育研修、知識修得等の機会の提
供を図ること。

<４>　事業場外資源によるケア（事業場外の専門機関によるケア）

　・事業者は、必要に応じ、 それぞれの役割に応じた事業場外資源を活用することが望ま
しい。

【メンタルヘルスケアの推進と体制】
　　　　　　メンタルヘルス対策の実行計画を実効的に推進するために、川崎市、大牟田市、豊中市、八王子市などでは、１次予防を中心に４つのケアの具体的な内容、それぞれのケアで取り組む実施主体とその役割を明らかにしながら、総合的に取り組むケア体制をつくっています。また、有機的なつながりがわかりやすいように図示化、チャート化をはかっています。

川崎市の「実行計画」や豊中市の「実施計画」では、４つのケアの具体的な内容と、事業者、職員、管理監督者、健康管理スタッフ、安全衛生委員会など実施主体の具体的な役割を明らかにしています（資料502、506）。

大牟田市では年度ごとの「実施計画」で、４つのケアについて具体的な内容と目標、取り組みの進め方を策定し、継続的・計画的に実施しています（資料504）。

八王子市は、職員（中央）安全衛生委員会で2009年度安全衛生基本方針の最重点目標にかかげた「メンタルヘルス対策の推進」について、そこで示された目標設定、役割分担などのポイントを踏まえて、それぞれのケアの取り組みを職員安全衛生委員会、各事業場安全衛生委員会、所管、安全衛生管理課等で連携しながら進めています（資料507）。
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Ⅲ　メンタルヘルス対策アクションチェックリスト

　このチェックリストは、メンタルヘルス対策で取り組むべき事項を12の項目別にリスト化しています。各項目について、「要改善」「改善提案」「良い事例」の３つの視点から点検し、現在の取り組み状況を確認してください。

　現在の取り組み状況をもとに、「要改善」とチェックされた項目があれば、安全衛生委員会などで討議して優先順位をつけ、対策の取り組みを進めます。良い事例とされた項目については引き続き取り組み、積極的に他の職場、事業所に紹介するなど、良い取り組みを共有化し、関係組織や地域全体で取り組みをすすめていきます。

　すべての職場でメンタルヘルスで悩まない元気な職場づくりの実現が達成されることを目標に、積極的に取り組みをすすめていきましょう。

このチェックリストの使い方

1.　各項目の点検について、一人の担当者が全てを把握しているとは限らないため、労使で取り組む安全衛生委員会のなかで実施するなど、複数人でチェックするようにしてください。

2.　各点検項目について、次の手順にしたがってチェックします。

　①　対策が必要なものについては、「要改善」欄に印《レ》を付けます。

　②　対策が必要な項目について、改善のポイントを「改善提案」欄に記入します。対策に関する情報や意見があれば、書き留めておきます。

　③　既に対策が実施されていて、改善がすすんでいると思われる項目には、「良い事例」欄に印《レ》を付け、改善や工夫のポイントも記入します。

3.　チェックを終えたら、対策をはかるにあたり、次のことに留意します。

　①　「要改善」項目については、安全衛生委員会などでみんなで討議し、対策の優先順位をつけ、改善提案として、取り組みをすすめます。

1.　事業場安全衛生活動計画と実施
	
	チェック項目
	要改善
	改善提案
	良い事例

	
	
	☑
	☑
	☑

	①
	事業者がメンタルヘルス対策についての責任を明確にし、方針や宣言で表明する。
	
	
	

	②
	年間安全衛生活動計画を策定し、メンタルヘルス対策を組み入れる。
	
	
	

	③
	快適職場づくりの事業場指針を作成する。
	
	
	

	④
	安全衛生担当の専任職員を配置する。
	
	
	

	⑤
	ストレス・メンタルヘルス改善のための具体的な数値目標を立てる。
	
	
	

	⑥
	現場の参加を工夫した職場改善活動を進める。
	
	
	

	⑦
	安全衛生委員会において、活動計画の実行度を点検・評価する。
	
	
	

	⑧
	コミュニケーションやチームワークをキーワードに職場内の相互支援や活性化をはかる活動を工夫する。
	
	
	

	⑨
	運動や睡眠、休養など生活習慣の改善にむけた具体的改善目標を立てる。
	
	
	


2.　健康診断の実施

	
	チェック項目
	要改善
	改善提案
	良い事例

	
	
	☑
	☑
	☑

	①
	健康診断の中で問診やアンケートを実施し、職員のストレスを把握する。
	
	
	

	②
	健康診断の受診率を上げる努力をする。
	
	
	

	③
	健康診断結果を分析し、循環器疾患などストレス関連疾患に関する事後指導を行う。
	
	
	

	④
	ストレスを訴える職員に対して、必要な場合に産業医等専門スタッフの指導がある。
	
	
	


3.　職場ストレス調査の実施

	
	チェック項目
	要改善
	改善提案
	良い事例

	
	
	☑
	☑
	☑

	①
	職場ストレス要因を把握するため、アンケートや職場巡視などの調査を行う。
	
	
	

	②
	調査結果などをふまえて、職場ストレス対策の具体的な目標を立てる。
	
	
	

	③
	異動する職員に対して、事前に職場ストレスについての周知を行う。
	
	
	

	④
	職場ストレスの改善を数値化し、その効果を評価する。
	
	
	


4.　勤務時間と作業編成

	
	チェック項目
	要改善
	改善提案
	良い事例

	
	
	☑
	☑
	☑

	①
	変則勤務・繁忙期・交替勤務に従事する労働者の負担配分と作業編成を改善する。
	
	
	

	②
	仕事の責任や業務量の偏りがないようにする。
	
	
	

	③
	ストレスの大きい過密作業、単調作業、孤立作業を改善する。
	
	
	

	④
	作業時間の中間に、休息やリフレッシュ体操を取り入れる。
	
	
	

	⑤
	適切な休憩時間の確保とともに、自発的に休息がとれるようにする。
	
	
	

	⑥
	休日、休暇を確実に取得し、ノー残業デーを確実に実施できるような勤務体制、作業編成にする。
	
	
	


5.　時間外労働の縮減と休暇の取得

	
	チェック項目
	要改善
	改善提案
	良い事例

	
	
	☑
	☑
	☑

	①
	安全衛生委員会で労働時間にかかわる問題について審議し、具体的改善目標を設ける。
	
	
	

	②
	時間外労働の実情を把握し、縮減についての労使協定を結ぶ。
	
	
	

	③
	時間外労働の労使協定について労働基準監督署への届出を行う。
	
	
	

	④
	時間外労働の縮減のため、就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、深夜業務の回数減少など､適切な措置をとる。
	
	
	

	⑤
	時間外労働や休日労働を極力減らすようにし、必要な場合には事前に確認する。
	
	
	

	⑥
	一定の時間外を超えて労働した者に、産業医、医療関係者の面接を行う。
	
	
	

	⑦
	一定期間の時間外労働が労使協定を上回るものについて、安全衛生委員会で改善対策を検討する。
	
	
	

	⑧
	育児・介護、地域活動、単身赴任、自己啓発等を行う労働者の実情に応じた労働時間等の設定を可能にする。
	
	
	


6.　人事・処遇問題への対応

	
	チェック項目
	要改善
	改善提案
	良い事例

	
	
	☑
	☑
	☑

	①
	評価システムを導入する場合は、評価される本人が納得できる内容になるように、評価項目や評価後の処遇について労使で十分に検討する。
	
	
	

	②
	評価者や評価時期など制度設計について労使で十分検討する。
	
	
	

	③
	本人への情報開示、苦情処理制度をつくり、円滑に運営する。
	
	
	


7.　職場の活性化と相互支援

	
	チェック項目
	要改善
	改善提案
	良い事例

	
	
	☑
	☑
	☑

	①
	管理型の仕事の体制ややり方を排し、労働者の参加のもと作業計画を策定する。
	
	
	

	②
	職場コミュニケーションがとりやすい環境を整備する。
	
	
	

	③
	相互支援がはかれるようにチームワークづくりをすすめる。
	
	
	

	④
	みんなで仕事の見直しと活性化をはかり、達成感のあるものにする。
	
	
	

	⑤
	人事や処遇問題について、適正に対応できる体制を設ける。
	
	
	

	⑥
	気軽に相談できるキーパーソンやサポーターづくりに取り組む。
	
	
	


8.　ハラスメント対策・職場暴力対策

	
	チェック項目
	要改善
	改善提案
	良い事例

	
	
	☑
	☑
	☑

	①
	セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメント防止のためのマニュアルづくりを作成する。
	
	
	

	②
	プライバシーに配慮し、相談窓口を設置する。
	
	
	

	③
	相談者の事実関係を把握するための苦情処理機関を設置する。
	
	
	

	④
	快適な施設環境を整備し、暴言・暴力を許さないという姿勢を明確にし、ポスターなどの啓発を行う。
	
	
	

	⑤
	日頃から、相手（患者、親、市民など）とのコミュニケーションを密にする。
	
	
	

	⑥
	暴力・暴言に関する対応マニュアルを作成し、職員に周知・教育を行う。
	
	
	

	⑦
	緊急時の連絡体制を確立する。
	
	
	


9.　健康づくりと福利厚生活動の充実

	
	チェック項目
	要改善
	改善提案
	良い事例

	
	
	☑
	☑
	☑

	①
	スポーツ大会や各種イベントなどみんなが楽しく参加できる企画を実施する。
	
	
	

	②
	リフレッシュ設備や福利厚生施設の整備、活用をはかる。
	
	
	

	③
	サークル活動に対して必要な支援を行う。
	
	
	

	④
	サークルや個人による地域貢献活動を支援し、地域と一体の活動に取り組む。
	
	
	

	⑤
	産業医や衛生管理者、安全衛生担当者等が参加する健康増進活動を計画し、実施する。
	
	
	


10.　メンタルヘルスについての啓発と研修

	
	チェック項目
	要改善
	改善提案
	良い事例

	
	
	☑
	☑
	☑

	①
	メンタルヘルスに対する理解を深めるため、パンフレットやニュースの作成・配付など啓発活動を積極的に行う。
	
	
	

	②
	職員に対するメンタルヘルス研修を計画的に実施する。
	
	
	

	③
	新任時、異動時に合わせて職場研修を実施する。
	
	
	

	④
	年齢階層ごとや安全衛生関係者など、職員対象ごとに必要な研修を実施する。
	
	
	

	⑤
	管理職に対する研修を系統的かつ段階的に実施する。
	
	
	

	⑥
	気づきや対応に役立つリスニングやカウンセリング・マインド研修など実践的研修を行う。
	
	
	

	⑦
	事故や災害発生時など非定常時のストレス・メンタルヘルス対策を確立し、周知する。
	
	
	

	⑧
	ストレス対処のための運動や睡眠など生活習慣の改善について教育や情報提供を行う。
	
	
	

	⑨
	家族に対して、メンタルヘルスの基礎知識や相談窓口などの情報を定期的に提供する。
	
	
	


11.　相談窓口の充実

	
	チェック項目
	要改善
	改善提案
	良い事例

	
	
	☑
	☑
	☑

	①
	精神科医、臨床心理士、保健師等専門スタッフを配置する。
	
	
	

	②
	相談室や電話・メール相談など職員が必要なときに常時相談できる窓口をつくる。
	
	
	

	③
	場所やレイアウトなど、プライバシーに配慮し、利用しやすいようにする。
	
	
	

	④
	よろず相談窓口、総合窓口として利用できるようにし、財政的措置を行う。
	
	
	

	⑤
	民間のクリニックや病院と契約して事業場外の相談窓口を設ける。
	
	
	

	⑥
	小さい事業場はいくつか連携して共同の相談体制を工夫する。
	
	
	

	⑦
	相談窓口は、上司や同僚、家族も利用できるようにする。
	
	
	

	⑧
	相談窓口と医療機関との連携が円滑にはかれるようにする。
	
	
	

	⑨
	ハイリスク者への対応ができる相談窓口をつくる。
	
	
	

	⑩
	事故や災害発生の事後措置としてストレス・メンタルヘルス相談ができる体制を確保する。
	
	
	


12.　職場への復帰

	
	チェック項目
	要改善
	改善提案
	良い事例

	
	
	☑
	☑
	☑

	①
	療養と職場復帰についての支援プログラムや対応マニュアルを策定する。
	
	
	

	②
	プライバシーに配慮し、家族、職場、主治医、産業医など関係者の連携が充分にとれる支援体制をつくる。
	
	
	

	③
	長期療養者の発生にともなう人的確保（臨時的・恒常的）を保障する。
	
	
	

	④
	長期療養者の発生について、職場環境要因を検討し、必要であれば職場改善を行う。
	
	
	

	⑤
	職場復帰に際して、必要に応じた就労内容の軽減措置を行う。
	
	
	

	⑥
	職場復帰の対応マニュアルを作成し、職員に周知する。
	
	
	

	⑦
	リハビリ勤務・慣らし勤務のために、職場で健康管理スタッフも加わった話し合いを行い、理解を深める。
	
	
	

	⑧
	職場復帰に際して、職場の同僚の理解を深める。
	
	
	

	⑨
	職場復帰後も、再発防止への対処と治療継続への支援を行う。
	
	
	




Ⅳ　自治体のメンタルヘルス基本指針（モデル案）

	○○（自治体）メンタルヘルス確立の基本指針（モデル案）

　　職員が健康で職務に専念することは、行政運営の基本です。公共サービスの執行の担い手である職員の心の病気の発症は、本人はもとより（自治体）の運営にとって大きな損失です。心の病気の発症者を出さない、出させないための予防の取り組みがメンタルヘルス対策の基本です。事業者としてこうした認識に立って､下記の事項に取り組みます。

記

1.　労働安全衛生法の定める事柄を遵守することを基本として、自主的なメンタルヘルス対策指針をつくります。

2.　過重労働が心の病気発症の原因であることを認識して、労働時間短縮の視点で、時間外労働の縮減に取り組みます。

3.　心の病気発症に対する早期発見と早期治療はメンタルヘルス対策の基本であり､相談窓口の設置及び充実に取り組みます。

4.　心の病気の発症者が安心して病気療養を行い、再び勤務に無理なく復帰できるようにシステムの整備を行います。

5.　予防の観点から、職員間の円滑なコミュニケーションをはかるとともに、健康増進のための具体的施策を策定します。




Ⅴ　メンタルヘルスの基礎知識
1.　気づきのポイント

　メンタルヘルスの問題は、早期発見・早期対応が基本ですが、身体的な疾患と異なって、なかなか気がつきにくいものです。しかし、心の不調は、仕事や日常生活の場で何らかの変化が現われてくるものです。この変化を本人が悩みや不安として意識している場合もありますが、周囲が気づく場合も多いようです。｢これまでの本人とはどこか違う」｢最近は何か様子が変だ」という変化・違和感が生じます。気づくのが遅れることになれば、それだけ問題が困難になります。こうした変化・違和感にできるだけ早く気づいて適切な対応をとることが必要です。

周囲が気づく変化のポイント

□　欠勤が多くなる。

□　遅刻や早退が多くなる。

□　仕事への不満や泣き言が多くなる。

□　仕事の能率が低下する。

□　仕事の責任感が乏しくなる。

□　単純なミスやヒヤリ･ハットが増えてくる。

□　退職や職場転換を訴える。

□　同僚を避けるようになる。

□　表情がとぼしく、生気がなくなる。

□　いつも考え込むようになり、独り言をいったりする。

□　自分のうわさや悪口を他人がするといって、まわりを気にする。

□　服装や身だしなみに気を使わなくなる。

　自分が気づく変化のポイント

□　よく眠れない。

□　食欲がなくなる。

□　疲れやすい。

□　気力がなく、何をするのもおっくうになる。

□　考えがまとまらない。

□　何かモヤがかかったような感じがする。

□　何をしても楽しくない。

□　自信が持てない。

2.　相談・受け入れのポイント

　職員の変化に気づいた場合、誰がどのように接するかは重要なことがらです。職場で本人と目と目を合わせながら話ができる場合、相談がスムースにいくことがあります。しかし、なかなか近づきにくい、どうアプローチすればいいか迷う場合、キーパーソンを探すことになります。労働組合の役員もキーパーソンの役割を果たすべきですが、日頃のコミュニケーションが重要であり、リスニング（傾聴）やカウンセリング・マインド手法の演習（ロールプレイ）を体験しておくことも大切です。

　対応にあたっては、本人の悩みや訴えを誠実に傾聴し、理解する姿勢でのぞみます。励ましや性急なアドバイスは逆効果になります。まず、時間がかかっても本人との信頼関係づくりをはかります。信頼関係がなければどんなメンタルヘルス対策もうまくいきません。その上で、家族とも話し合い、本人の同意を得ながら、専門医への受診など適切な対応策を探ります。

3.　心の病気と症状

うつ病

　うつ病は最も一般的な病気で「心の風邪」とも例えられ、うつ状態を含めれば、一生のうちで10人に一人は罹るといわれています。｢何となく身体がだるい」｢眠りにくく、朝早く眼が覚める」「人に会いたくない」｢ゆううつである」など、気分や感情の障害にかかわる症状があらわれます。「責任感が強い」｢几帳面である」等の性格傾向や、職場や家庭でのトラブルなどのストレスや、長時間労働も原因となります。治療で最も重要なのは「休養」です。「薬」も休養と組み合わせて効果を発揮します。励ますことはしないで、ストレスにより誰もがなりうる可能性があること、休養や治療によって必ずよくなることを伝えて、思い切った休養をとらせ、早目に治療を受けることが大切です。

職場不適応症

　職場不適応症は、｢職場側の諸要因と個人側の諸要因との不都合により、職場適応が困難になり｣、心身の健康を害して治療が必要になった場合です。発症は、就職、配置転換、出向、昇進、職務の高度化・複雑化、人間関係など仕事上の変化がきっかけとなり、不眠や倦怠感、集中力の低下、仕事のことが頭から離れなくなるなどの症状が見られます。薬に対する反応性も悪いといわれており、個々の事例の諸要因と特徴を知った上で対応していくことが重要です。

自律神経失調症

　自律神経失調症は、動悸、めまい、息切れ、ふらつき、食欲不振など頑固な症状が続きますが、器質的な疾患や顕著な精神疾患が認められない場合につけられる病名です。病気への不安や心配で精神的にも不安定になることから抑うつを伴うこともありますので、うつ病を疑うことも必要です。過緊張を伴うことが多いので、リラクゼーションや抗不安薬、緊張緩和剤を用います。

　パニック障害

　誰も不安は生きていく上で大切な心の動きですが、ささいなことにも不安が高まり、気が休まることがない不安状態が慢性的に続くのが不安障害の症状です。そして、突然に、動悸が激しくなり、呼吸も苦しくなって、死の恐怖に襲われるのがパニック障害です。発作は、数分から数十分で命に別状はありませんが、いつ再発するのかという不安で、日常生活が困難になります。発作によって病識を持ちやすいため、自発的な受診にはつながりやすいといえます。一般的には、薬と精神療法で障害は克服されます。

　非常事態ストレス　心的外傷後ストレス障害

消防職員をはじめとする職業的災害救援者が、悲惨な災害や危険な状況に直面したことにより、強いストレス反応にさいなまれる状態を非常事態ストレス（惨事ストレス、ＣＩＳ）といいます。心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）は、ベトナム戦争帰還米兵が次々と心の不調を訴え大きな社会問題となったことから生まれたストレス概念です。日本でも、阪神・淡路大震災以降、被災者あるいは被害者の被る心の傷として注視されてきました。非常事態ストレスに対する対応をきちんと行わなければ、心的外傷後ストレス障害となって残る可能性があります。ＣＩＳは、日本における研究は日も浅く、まだ定訳もない状態ですが、非常事態、惨事に直面した場合、被災者・被害者とともに職業的災害救援者に対する早急なケアやカウンセリングが必要です。

アルコール依存症

　アルコール依存症は、予備軍を含めると全国で200～300万人といわれます。酒がおいしくて飲んでいるのではなく、酒が切れると不快になるので飲まずにいれなくなります。長年の飲酒の結果、肝機能障害が引き起こされることはよく知られていますが、膵炎や糖尿病が引き起こされたり、消化器系、神経系、循環器系等の障害を抱えることも珍しくありません。内科を受診したままの人が多くいますが、早く精神科を受診することが必要です。酒を飲んでいた間のことを翌日に思い出せないような、｢ブラックアウト」と呼ばれる記憶の脱失がしばしば起きる場合は、アルコール依存症が相当進んでいます。一人で断酒することは不可能です。断酒には、同僚や家族の協力によって、精神科医療と断酒会など支援組織への参加の継続が必要です。

統合失調症

　入院治療している精神疾患の多くを占めているのが統合失調症です。世界各国の統計でも100人のうち１人弱の発病率ですから、一般的な病気です。脳内の神経伝達物質の働きの異常によって妄想や幻聴体験が出てくることがあります。治療法も進歩し、それらの症状が薬物療法で軽症化し、就労が可能になる人も増えています。相当の期間にわたって医療が必要とされる例がありますが、適切な治療によって、職場や社会生活の適応を助けることができます。
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